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１．はじめに 

 

■財務書類等の作成目的 

 

地方公共団体の会計制度は、住民から徴収した対価性のない税財源の配分を、議会の議決を経た予算を通

じて事前の統制下で行うものであり、予算の適正・確実な執行に資する観点から、現金の授受の事実を重視

する現金主義が採用されています。 

 

一方、国・地方を通じて厳しい財政状況におかれている中、財政の透明性を高め、住民に対する説明責任

をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を図るため、平成 12 年度より総務省から従来からの現金主義・

単式簿記による予算・決算制度を補完するものとして、発生主義・複式簿記といった企業会計の考え方・手

法を活用した財務書類（旧総務省方式）の作成・公表が推進され、その後いくつかの作成モデルが示される

中で、本市におきましても、平成 20 年度決算分から、決算統計データを活用した簡便な方法（総務省方式改

訂モデル）による財務書類を作成・公表を行っています。 

 

しかしながら、従来の地方公会計制度には、財務書類の作成方法が複数あることによって比較可能性の確

保に課題があるほか、固定資産台帳の整備が十分でなく、本格的な複式簿記の導入に至らないといった課題

がありました。 

 

このため、総務省において、平成 22 年 9 月から「今後の地方公会計の推進に関する研究会」が開催されて

議論が進められ、平成 26 年 4月に固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした財務書類の作成に関す

る統一的な基準が同研究会報告書において示されました。 

 

また、平成 27 年 1 月には当該基準のより詳細な内容等を記載した「統一的な基準による地方公会計マニュ

アル」が公表され、当該基準による財務書類等を原則として、平成 27 年度から平成 29 年度までの 3 年間で

全ての地方公共団体において作成するよう総務省から地方公共団体に要請されています。 

 

こうしたことを受け、本市においても、統一的な基準による財務書類等を作成しているものであり、今後、

継続して財務書類等を作成・分析していくことで、他都市との財務書類等の比較や、財務書類等から得られ

る情報の経年変化を通じ、一層、財政の透明性を高めるとともに、財政の効率化・適正化に努めていきたい

と考えています。 
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２．財務書類の体系 

 

■財務書類の作成対象となる団体（会計） 

 財務書類は、一般会計と地方公営事業会計以外の特別会計からなる「一般会計等財務書類」、地方公営事業

会計の特別会計を含めた「全体財務書類」、さらに出資団体等を含めた「連結財務書類」があります。この冊

子では「一般会計等財務書類」について掲載しています。 
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３．財務書類 4 表の相互関係 

 

 

 
 

 

■貸借対照表の資産のうち、現金預金の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末歳計外現金残高

を足したものと対応します。 

 

■貸借対照表の純資産の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは純資産変動計算書の期末

残高と対応します。 

 

■行政コスト計算書の純行政コストの金額は、純資産変動計算書に記載されます。 

  

行政コスト計算書（PL）

資金収支計算書（CF)

＋本年度末歳計外現金残高

貸借対照表（BS）

純資産変動計算書（NW)

前年度末残高

純行政コスト

財源

固定資産等の変動

本年度末残高 本年度末残高

財務書類４表の相互関係

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

前年度末残高

資産

負債

純資産

純行政コスト

臨時利益

臨時損失

経常収益

経常費用

うち現金預金
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４．財務書類の解説（概略） 

※表内の数値は全て表示単位未満を四捨五入で記載しているため、表内において積み上げと合計が一致しない場合があります。 

 

 

 

 

 

■資産はどのくらいで、負債はどのくらいあるのか？ 

 

 貸借対照表は、基準日（3 月 31 日）時点における地方公共団体の財政状態（ストック）を明らかにするこ

とを目的として作成されたものです。 

 貸借対照表の左側（借方）は行政サービスを提供するための資源である資産を表示し、右側（貸方）は将

来返済する義務である負債及び資産から負債を差し引いた純資産を表示します。 

 一般的には、現在までの世代が負担した純資産（税収など）及び将来の世代が負担する負債（市債など）

を財源として、現在の世代が保有する資産が形成されたものと理解されています。そのため、負債が多いほ

ど将来の世代の負担が大きくなります。 

 

 

 
 

 

 

 

 

貸借対照表（BS：Balance Sheet） 
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■資産は約 8,863 億円、負債は約 2,026 億円、純資産は前年度より約 173 億円の増 

 

 令和 5 年度末時点における尼崎市の資産は約 8,863 億円で、これに対応するものとして、将来返済が必要

な負債が約 2,026 億円、資産から負債を差し引いた約 6,837 億円が純資産となっています。資産に対する割

合は、負債が 22.9％、純資産が 77.1％となっています。 

 

貸借対照表 

（令和 6年 3 月 31 日現在） 

 
 

※有形固定資産及び無形固定資産のうち、償却資産については、減価償却累計額を控除した金額を表示しています。 

 

主な増減内容 
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■行政サービスを提供するためにどれだけのコストがかかっているのか？ 

 

 行政コスト計算書は、地方公共団体の費用・収益（フロー）を明らかにすることを目的として作成された

もので、企業会計における損益計算書に相当します。ただし、損益計算書においては収益と費用の差額であ

る純利益を表示するものに対し、行政コスト計算書においては行政サービスの提供に要したコストの内訳を

表示します。これは、企業は利益の追求を目的としているため、収益と費用の差額である純利益を表示する

ことに重点が置かれているのに対し、地方公共団体は住民の福祉の増進を目的としているため、税金や補助

金の使途を表示することに重点が置かれているためです。 

 経常費用（業務費用及び移転費用）と臨時損失の合計から経常収益と臨時利益の合計を差し引いた金額を

純行政コストといいます。純行政コストは純資産変動計算書の純行政コストと一致します。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

行政コスト計算書（PL：Profit and Loss statement） 
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■純行政コストは約 1,764 億円、前年度から約 19 億円の減少 

 

 令和 5 年度の純行政コストは約 1,764 億円となりました。費用・損失面では、補助金等の増などにより経

常費用が約 9億円の増加、収益・利益面では、経常収益が約 26 億円増加し、全体として、純行政コストは

前年度から約 19 億円減少しました。 

 

行政コスト計算書 

（令和 5 年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日） 

 
 

 

主な増減内容 
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■純資産は年度中にどのように動いたのか？ 

 

 純資産変動計算書は、地方公共団体の純資産が会計期間中でどのように変動したのかを明らかにすること

を目的として作成されたもので、企業会計における株主資本等変動計算書に相当します。 

 税収や国県等補助金などの財源から純行政コストを差し引いた金額を本年度差額、そこから有価証券等の

評価増減額を表す資産評価差額、無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額等を表す無償所管換等などを加

えた金額を本年度純資産変動額といいます。 

 さらに、本年度純資産変動額に前年度末純資産残高を加えた金額を本年度末純資産残高といい、貸借対照

表の純資産の部と一致します。 

 一般的に、地方公共団体における純資産の変動は、現世代と将来世代との間での資源の配分を意味してお

り、例えば財源（市税や国県補助金）以上に費用（純行政コスト）をかけると、将来世代が利用すべき資源

を先に使うことを意味するため、純資産は減少します。逆に財源よりも少ない費用でまかなえれば、将来世

代に利用可能な資源を残したことを意味するため、純資産は増加します。 

 

     
 

 

 

 

純資産変動計算書（NW：Net Worth statement） 
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■本年度差額は約 173 億円のプラス、本年度末純資産残高は約 173 億円の増加 

 

 税収等と国県等補助金を合計した財源は約 1,936 億円、財源から純行政コストを差し引いた本年度差額は

約 173 億円のプラスとなり、会計期間中に発生したコストを財源で賄うことができました。 

 また、純資産は前年度より約 173 億円増加しました。純資産の増加内訳は、土地・建物などの有形固定資

産が約 56 億円の減、基金等の他の資産が約 72 億円の増、負債の減少に伴う増が約 157 億円となっていま

す。 

純資産変動計算書 

（令和 5 年 4月 1日から令和 6年 3 月 31 日） 

 
 

主な増減内容 
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■資金はどのような内訳で動いているのか？ 

 

 資金収支計算書は、地方公共団体の資金収支の状態を明らかにすることを目的として作成されたもので、

企業会計におけるキャッシュ・フロー計算書に相当します。ただし、資金収支計算書では、資金収支を業務

活動収支、投資活動収支及び財務活動収支に区分して表示します。 

 一般的に、業務収入を財源として業務支出を行うとともに、財務活動収入及び投資活動収入を財源として

投資活動支出を行います。 

 なお、本年度末現金預金残高は貸借対照表の現金預金と一致します。 

 

 

         
 

 

 

 

資金収支計算書（CF：Cash Flow statement) 
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■業務活動収支は約 257 億円の黒字、現金預金残高は前年度とほぼ同額 

 

 令和 5 年度の業務活動収支は約 257 億円の黒字となり、この黒字分で投資活動収支と財務活動収支の赤字

分を補うこととなります。 

投資活動収支は約 91 億円の赤字となっていますが、これは、公共施設等の整備に伴う支出及び支出の財

源となる国県からの補助金収入は、いずれも投資活動収支に含まれますが、他に財源となる地方債の発行収

入は財務活動収支に含まれるためです。そして、この財務活動収支が約 165 億円の赤字となっているのは、

新たに発行した地方債よりも地方債の償還額（借金の返済）の方が大きいからであり、これは、将来負担を

縮減していることを示しています。 

この結果、令和 5年度における本年度末資金残高は約 31 億円となり、これに歳計外現金残高の約 26 億円

を含めると、本年度末現金預金残高は約 57 億円となり、前年度とほぼ同額です。 

 

 

資金収支計算書 

（令和 5 年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日） 
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５．主な分析指標 

 
 

※住民基本台帳人口は、令和 5年度は 457,237 人（令和 6年 3 月 31 日）、令和 4年度は 458,313 人（令和 5

年 3月 31 日）により算定しています。 
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６．類似の中核市との指標比較 

  ※令和 5年度決算の他都市の財務書類が出揃っていないため、令和 4年度決算ベースで比較します。 

 

（順不同） 

 
 

 

■資産の状況について 

 「住民一人当たり資産額」は中核市平均より約 36 万円高くなっています。これは、有形固定資産の保有量

が他都市と比べて多いことが要因です。資産が多いということは資産からの便益が多くなりますが、将来に

わたって維持管理コストも多くなるということに留意する必要があります。 

 また、有形固定資産減価償却率は 68.4％となっており、中核市平均より 1.6 ポイント高く、本市の資産は、

資産の取得から長い年数が経過している状況にあることが分かります。 

 

 

■負債の状況について 

 「住民一人当たり負債額」は中核市平均より約 15 万円高く、「純資産比率」は中核市平均よりも 2.0 ポイ

ント低くなっています。これらは、市債残高が多いことなどにより、本市の負債が他都市と比べて多いこと

が要因です。着実に減少傾向にあるものの、他都市平均と比較するとやや高い水準にあるため、更なる将来

負担の抑制に向けた取組が必要となっています。 

 

 

■行政コストについて 

 住民一人当たり行政コストは中核市平均より約 2 万円高くなっています。これは、生活保護扶助費などの

扶助費が他都市と比べて多いことなどが要因です。今後も引き続き、事務事業の見直し等によって、毎年度

のコスト削減が必要となっています。 
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７．総括 

 

 令和 5 年度決算については、現金主義による「実質収支」は 23 億 8百万円の黒字、また、発生主義によ

る純資産変動計算書の「本年度差額」が 173 億円の増加となったことから、フロー面の決算分析において

は、フルコストの観点からも良好な結果となりました。 

  

一方、ストック面においては、有形固定資産の保有量が類似の中核市と比較すると多く、また取得から長

い年数が経過した資産が多いことから、引き続き公共施設マネジメントの取組を行っていく必要があること

が分かったが、市債残高をはじめとした負債が類似の中核市と比較すると依然として高い水準にあることか

ら、未来に向けて取り組むべき投資と将来世代に先送りしない負債の縮減とのバランスを留意した取組が重

要な課題であると改めて分かりました。今後も、公共施設マネジメントを推進し資産の最適化を図りつつ、

財政健全化の取組を進めていきます。 
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８．財務書類（様式） 
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